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投
資
顧
問
業
者
の
注
意
義
務
に
つ
い
て
（
１
）

〜
運
用
機
関
の
受
託
者
責
任
よ
り
〜

三
木
　
ま
り

１
　
は
じ
め
に

年
金
基
金
の
規
制
緩
和
が
急
速
に
進
展
し
、
金
融
ビ
ッ
グ
バ
ン
に
よ
る
取
引
規
制
の
大
幅
な
自
由
化
に
よ
っ
て
、
資
産
運
用
ビ
ジ

ネ
ス
の
業
務
展
開
が
急
速
に
拡
大
し
た
。
そ
の
結
果
、
年
金
基
金
を
取
り
巻
く
運
用
環
境
は
運
用
担
当
者
が
よ
り
大
き
な
裁
量
権
を

持
ち
、
高
度
で
か
つ
効
率
的
な
運
用
を
行
う
こ
と
を
可
能
に
し
た
。
し
か
し
、
そ
の
運
用
に
と
も
な
う
責
任
に
つ
い
て
は
具
体
的
に

ど
の
よ
う
に
果
た
し
て
い
く
か
に
つ
い
て
、
こ
れ
ま
で
十
分
に
規
定
さ
れ
て
き
た
と
は
言
い
難
い
側
面
が
あ
る
。
そ
こ
で
、
こ
こ
で

は
近
年
、
年
金
基
金
に
お
け
る
資
産
残
高
を
急
増
さ
せ
つ
つ
あ
る
投
資
顧
問
会
社
に
つ
い
て
、
二
〇
〇
一
年
九
月
に
日
本
投
資
顧
問

業
協
会
か
ら
発
表
さ
れ
た
「
投
資
顧
問
業
者
の
注
意
義
務
に
つ
い
て
」
を
参
照
し
つ
つ
、
運
用
機
関
の
受
託
者
責
任
の
中
で
も
必
ず

し
も
明
確
で
は
な
か
っ
た
投
資
顧
問
業
者
の
注
意
義
務
に
つ
い
て
本
号
と
次
号
に
お
い
て
多
少
と
も
明
ら
か
に
す
る
こ
と
に
し
た
い
（
１
）。

ま
ず
、
本
号
で
は
、
運
用
機
関
の
受
託
者
責
任
が
問
わ
れ
る
背
景
を
整
理
し
、
投
資
顧
問
業
者
の
現
行
法
上
の
注
意
義
務
と
そ
れ
ら

を
取
り
巻
く
課
題
等
に
つ
い
て
検
討
を
行
い
た
い
。



２
　
運
用
機
関
の
受
託
者
責
任
が
問
わ
れ
る
背
景

（
１
）
年
金
運
用
の
規
制
緩
和
の
急
速
な
進
展

年
金
資
産
運
用
に
関
わ
る
制
度
の
仕
組
み
は
、
資
産
運
用
方
法
が
拡
大
さ
れ
た
一
九
九
〇
年
四
月
ま
で
ほ
と
ん
ど
変
更
さ
れ
る
こ

と
は
な
か
っ
た
。
こ
の
間
、
日
本
は
資
本
の
自
由
化
、
国
債
の
大
量
発
行
に
伴
う
金
融
の
自
由
化
な
ど
の
国
際
化
が
進
展
し
た
。
こ
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表１　厚生年金基金における運用規制の変遷

（出所）厚生年金基金連合会『厚生年金基金の資産運用』ｐ.61．

年

98（Ｈ10）

99（Ｈ11）
2000（Ｈ12）

５：３：３：２規制撤廃
運用拡大要件：基金設立３年以上撤廃
基金設立３年以上基金の運用拡大枠撤廃
財投協力撤廃
年金信託、指定単の金銭信託要件の撤廃により現
物移管が可能に
運用拡大と従来運用の区分撤廃
自家運用の規制緩和、特金の金銭信託要件の撤廃

1966（Ｓ41）

71（Ｓ46）
79（Ｓ54）

83（Ｓ58）
85（Ｓ60）
86（Ｓ61）

88（Ｓ63）

基金制度発足
信託銀行＝安全性資産５：株式３：不動産２
生命保険＝株式３：不動産２
財投協力：暫定的に１／３
財投協力：１／２
外貨建資産追加（10％以下）
財投協力資産が売却可能に
信託合同口について各資産の設定口数の複数化
基本方針の提示を明確化
外貨建資産25％以下へ
外貨建資産30％以下へ
財投協力：１／３へ

90（Ｈ２）

91（Ｈ３）
93（Ｈ３）

運用拡大スタート
・運用拡大要件：基金設立８年以上
・運用拡大枠：新規基金（ニューマネー）かつ総
資産の１／３
・投資顧問会社の最低委託額10億円
・自家運用：資産額500億円以上基金のみ債券運
用が可能に
外資系投資顧問会社のみ最低委託額を５億円へ
外資系投資顧問会社のみ安全性資産30％以上へ
投資顧問会社の最低委託額を１億円に

96（Ｈ８）

97（Ｈ９）

年金信託の資産配分規制撤廃→基金単位に
運用規制の適用除外
運用拡大枠：総資産の１／２へ
運用規制が時価基準に

94（Ｈ６）
95（Ｈ７）

ニューマネー、オールドマネーの区分撤廃
運用拡大要件：基金設立３年以上に
運用拡大部分の受託期間ごとの資産配分規制撤廃

月 運用規制の内容
11

６
５

３
11
４
８
４
４

12
７

11
４

４

４
12
３

10

４
６



の
よ
う
な
環
境
の
変
化
は
年
金
基
金
の
資
産
運
用
に
大
き
な
影
響
を
与
え
、
貸
付
金
中
心
の
運
用
か
ら
債
券
な
ど
の
有
価
証
券
を
中

心
に
し
た
運
用
へ
と
シ
フ
ト
さ
せ
た
。
ま
た
、
高
度
経
済
成
長
の
終
焉
か
ら
、
年
金
資
産
の
よ
り
効
率
的
な
運
用
の
必
要
性
が
認
識

さ
れ
る
よ
う
に
な
り
、
基
金
が
受
託
者
と
し
て
そ
の
責
任
を
果
た
す
た
め
に
は
、
資
産
運
用
に
関
し
て
主
体
的
に
行
動
す
る
こ
と
が

必
要
と
な
っ
た
。
そ
の
際
、
さ
ま
ざ
ま
な
運
用
規
制
が
そ
の
阻
害
要
因
で
あ
る
と
し
て
規
制
緩
和
が
求
め
ら
れ
、
表
１
に
示
さ
れ
る

よ
う
に
一
九
九
〇
年
四
月
以
降
に
厚
生
年
金
基
金
制
度
発
足
以
来
は
じ
め
て
の
法
令
等
の
改
正
が
行
わ
れ
、
一
定
の
制
約
の
下
に
資

産
運
用
方
法
が
拡
大
さ
れ
た
。
こ
の
運
用
拡
大
に
よ
り
、
新
た
に
投
資
顧
問
会
社
と
契
約
す
る
こ
と
が
で
き
る
こ
と
に
な
り
、
基
金

自
ら
が
運
用
を
行
う
自
家
運
用
も
認
め
ら
れ
た
。

こ
う
し
た
年
金
基
金
の
規
制
緩
和
は
、
金
融
機
関
、
証
券
会
社
、
保
険
会
社
の
資
産
運
用
ビ
ジ
ネ
ス
の
拡
充
と
強
化
を
促
し
た
。

そ
の
結
果
、
運
用
手
法
の
高
度
化
、
専
門
化
や
業
務
運
営
の
効
率
化
の
要
請
か
ら
投
資
顧
問
会
社
が
さ
ら
に
専
門
的
な
運
用
を
行
う

他
の
投
資
顧
問
会
社
や
投
資
信
託
委
託
会
社
に
再
委
託
す
る
こ
と
が
業
務
上
可
能
に
な
っ
た
。

年
金
基
金
の
運
用
の
規
制
緩
和
は
、
運
用
の
効
率
を
高
め
る
た
め
の
高
度
な
専
門
性
に
大
き
く
依
存
す
る
こ
と
に
な
る
。
そ
の
一

方
で
、
年
金
基
金
の
運
用
結
果
や
運
用
の
リ
ス
ク
は
基
金
に
帰
属
す
る
も
の
で
あ
り
、
運
用
機
関
は
運
用
課
程
に
お
け
る
責
任
を
、

基
金
理
事
は
運
用
機
関
の
運
用
に
対
す
る
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
を
通
じ
た
責
任
を
認
識
す
る
必
要
が
生
じ
て
い
る
。

そ
こ
で
次
節
で
は
、
運
用
機
関
ご
と
に
異
な
っ
て
い
る
受
託
者
責
任
の
現
状
に
つ
い
て
言
及
す
る
こ
と
に
す
る
。

（
２
）
運
用
機
関
ご
と
に
異
な
る
受
託
者
責
任

ま
ず
、
厚
生
年
金
基
金
の
運
用
形
態
は
に
つ
い
て
は
、
信
託
銀
行
、
投
資
顧
問
会
社
、
生
命
保
険
会
社
、
自
家
運
用
に
分
類
さ
れ

る
。
そ
こ
で
各
機
関
ご
と
に
法
制
度
上
ど
の
よ
う
に
受
託
者
責
任
が
定
め
ら
れ
て
い
る
か
に
つ
い
て
概
観
し
て
み
た
い
。
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ま
ず
、
投
資
顧
問
会
社
の
場
合
、
年
金
基
金
と
の
投
資
一
任
契
約
（
２
）

に
基
づ
き
、
契
約
の
履
行
上
の
義
務
で
あ
る
善
管
注
意
義
務
（
３
）

（
民
法
六
四
四
条
）
と
忠
実
義
務
（
４
）（

投
資
顧
問
業
法
二
一
条：

投
資
顧
問
業
者
、
三
〇
条
の
二：

認
可
投
資
顧
問
業
者
）
が
あ
る
。

信
託
銀
行
の
場
合
は
、
善
管
注
意
義
務
（
信
託
法
二
〇
条
）、
忠
実
義
務
（
信
託
法
二
二
条
、
兼
営
法
四
条
信
託
業
法
一
〇
条
二
、

三
項
）、
自
己
執
行
義
務
（
信
託
法
二
六
条
）、
分
別
管
理
義
務
（
信
託
法
二
八
条
）、
共
同
受
託
者
の
合
手
的
行
動
義
務
（
信
託
法
二

四
条
二
項
）、
書
類
設
置
・
報
告
義
務
（
信
託
法
三
九
条
、
四
〇
条
）
が
あ
る
ほ
か
、「
事
務
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
」
や
信
託
協
会
の
信
託

業
務
通
達
、
業
務
方
法
書
、
契
約
書
な
ど
で
定
め
ら
れ
て
い
る
。
投
資
一
任
業
務
と
信
託
業
務
の
差
異
は
、
法
的
に
信
託
契
約
は
所

有
権
が
委
託
者
た
る
顧
客
か
ら
受
託
者
た
る
信
託
銀
行
に
移
転
し
た
上
で
当
該
資
産
の
運
用
、
処
分
、
管
理
を
行
う
契
約
（
資
産
の

保
管
業
務
有
り
）
で
あ
る
一
方
、
投
資
一
任
契
約
は
、
顧
客
の
所
有
権
を
留
保
し
た
ま
ま
で
、
そ
の
運
用
の
み
を
投
資
顧
問
業
者
に

ゆ
だ
ね
る
一
任
契
約
で
あ
る
。

生
命
保
険
会
社
に
つ
い
て
は
、
年
金
運
用
及
び
資
産
管
理
に
関
し
て
は
保
険
業
法
に
受
託
者
責
任
の
規
定
は
な
い
。
厚
生
年
金
基

金
保
険
契
約
に
基
づ
き
、
民
法
上
の
「
信
義
誠
実
の
原
則
」
に
基
づ
き
自
己
資
産
を
運
用
す
る
形
に
な
る
。

こ
の
よ
う
に
委
託
さ
れ
た
運
用
形
態
や
そ
の
根
拠
法
の
違
い
に
よ
り
、
運
用
機
関
が
果
た
す
べ
き
責
任
は
一
様
で
は
な
い
。
こ
の

こ
と
か
ら
、
運
用
結
果
に
つ
い
て
最
終
的
に
リ
ス
ク
を
負
担
す
る
こ
と
に
な
る
年
金
基
金
（
委
託
者
）
は
、
ど
の
程
度
の
責
任
を
自

己
ま
た
は
運
用
機
関
が
負
う
べ
き
か
に
つ
い
て
不
安
定
な
状
態
に
あ
る
と
い
え
よ
う
。
例
え
ば
、
投
資
先
企
業
に
対
す
る
議
決
権
行

使
に
つ
い
て
、
投
資
信
託
法
で
は
、
議
決
権
行
使
が
信
託
財
産
の
運
用
上
、
有
価
証
券
の
売
買
と
並
ん
で
重
要
な
行
為
と
さ
れ
る
。

株
価
形
成
に
影
響
を
与
え
る
た
め
、
委
託
会
社
に
は
議
決
権
行
使
が
義
務
付
け
ら
れ
て
い
る
。
一
方
、
投
資
顧
問
業
法
で
は
投
資
一

任
会
社
が
顧
客
の
一
任
を
受
け
て
資
産
運
用
を
す
る
場
合
、
顧
客
と
投
資
一
任
会
社
の
ど
ち
ら
が
議
決
権
行
使
を
す
る
か
は
実
務
上
、

顧
客
と
の
投
資
一
任
契
約
に
よ
り
決
定
さ
れ
る
（
５
）。
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以
下
で
は
こ
の
よ
う
な
運
用
形

態
や
根
拠
法
の
違
い
を
踏
ま
え
、

運
用
機
関
の
中
で
も
、
投
資
顧
問

業
者
の
善
管
注
意
義
務
に
つ
い
て

研
究
を
行
う
。

（
３
）
投
資
顧
問
会
社
に
お
け
る

資
産
残
高
の
近
年
の
急
増
に

つ
い
て

ま
ず
、
表
２
の
投
資
顧
問
業
に

お
け
る
契
約
資
産
残
高
の
推
移
を

み
る
と
、
年
金
運
用
の
規
制
緩
和

と
と
も
に
順
調
に
契
約
資
産
残
高

を
増
加
さ
せ
て
い
る
こ
と
が
伺
え

る
。
さ
ら
に
、
そ
の
契
約
内
容
を

見
て
い
く
と
、
海
外
顧
客
よ
り
も

国
内
顧
客
の
中
で
も
法
人
を
対
象

と
し
た
も
の
が
主
要
な
資
産
残
高

（36）

表２　投資一任業者の契約資産残高推移

（出所）日本証券投資顧問業協会

年月末

13年
６月末

件数
金額

８年
３月末

件数
金額

13年
３月末

件数
金額

12年
３月末

件数
金額

会社数 項目

147

125

126

130

単位：件、億円
投　　資　　一　　任　　契　　約

小　計

投資助言契約

合計
国　内　顧　客 海　外　顧　客 うち顧客の

資産の額を
前提とした
もの

3,939
149,136

58
149

3,997
149,285

424
26,163

5
257

429
26,420

4,426
175,705

2,726 2,564
282,102

6,990
457,807

5,431
368,708

86
79

5,517
368,787

498
60,181

2
20

500
60,201

6,017
428,988

11,823 11,796
477,660

17,813
906,648

5,761
423,212

102
119

5,863
423,331

628
79,113

4
37

632
79,150

6,495
502,481

9,771 9,717
408,165

16,212
910,646

5,944
435,182

111
131

6,055
435,313

643
82,882

4
37

647
82,919

6,702
518,232

9,760 9,719
412,495

16,421
930,727

法人 個人 計 法人 個人 計

63年
３月末 115

件数
金額

6,430
97,891

82
249

6,512
98,140

74
8,412

1
3

75
8,415

6,587
106,555

1,974 1,912
59,640

8,499
166,195

元年
３月末 133

件数
金額

6,919
127,369

100
298

7,019
127,667

101
9,957

6
12

107
9,969

7,126
137,636

1,321 1,266
70,586

8,392
208,222

２年
３月末 141

件数
金額

8,014
171,854

139
615

8,153
172,469

226
12,779

4
13

230
12,792

8,383
185,261

1,648 1,592
118,261

9,975
304,149

３年
３月末 148

件数
金額

6,741
159,300

113
407

6,854
159,707

258
14,724

4
14

262
14,738

7,116
174,445

2,139 2,109
155,701

9,225
330,146

４年
３月末 152

件数
金額

5,555
140,463

88
310

5,643
140,773

318
18,676

4
40

322
18,716

5,965
159,489

2,546 2,469
188,607

8,434
348,096

５年
３月末 154

件数
金額

4,785
131,531

80
275

4,865
131,806

378
20,154

2
48

380
20,202

5,245
152,008

2,999 2,930
210,256

8,175
362,264

６年
３月末 150

件数
金額

4,414
137,142

66
203

4,480
137,345

403
24,021

4
57

407
24,078

4,887
161,423

3,131 3,051
232,396

7,938
393,819

７年
３月末 151

件数
金額

4,130
137,981

72
199

4,202
138,180

380
19,249

7
52

387
19,301

4,589
157,481

2,546 2,443
224,920

7,032
382,401

９年
３月末 145

件数
金額

4,506
213,840

52
130

4,558
213,970

571
30,913

5
21

576
30,934

5,134
244,904

2,604 2,426
314,921

7,560
559,825

10年
３月末 137

件数
金額

4,774
259,906

83
99

4,857
260,005

525
25,352

5
20

530
25,372

5,387
285,377

2,393 2,150
321,983

7,537
607,360

11年
３月末 130

件数
金額

4,932
300,586

83
94

6,015
300,680

468
26,870

5
19

473
26,889

5,488
327,569

6,320 6,259
386,148

11,747
713,717



表３　投資一任業者の資産残高形態別推移

（注）「特定金銭信託」には、特定金外信託を含み、年金信託を除く。
（出所）表２に同じ。

年月末

13年
６月末

件数
金額

13年
３月末

件数
金額

12年
９月末

件数
金額

会社数 項目

128

126

130

単位：件、億円
投　資　一　任　契　約 投　資　助　言　契　約

小　計国　　内 海　　外 海　　外

5,828
414,438

1,340
71,166

4,317
331,157

525
61,949

168
15,933

6,353
476,387

8,457
316,810

626
132,359

95
45,803

9,083
449,169

5,863
423,331

1,074
53,847

4,600
353,122

632
79,150

172
18,120

6,495
502,481

9,308
308,914

409
98,251

39
33,220

9,717
408,165

6,055
435,313

1,110
56,082

4,746
362,189

628
82,919

169
18,920

6,683
518,232

9,337
320,273

401
92,583

40
33,227

9,738
412,856

特金 年金 年金
小　計

44
5,468

11
17,075

46
8,717

9
17,348

46
7,948

6
1,095

国　　内
特金 年金 年金

年月末

13年
６月末

件数
金額

13年
３月末

件数
金額

12年
９月末

件数
金額

会社数 項目

128

126

130

合　　　　　　　　　計
国　　内 海　　外

14,285
731,248

1,384
76,634

4,328
348,232

1,151
194,308

263
61,736

15,436
925,556

15,171
733,245

1,120
62,564

4,609
370,470

1,041
177,401

211
51,340

16,212
910,646

15,392
755,586

1,156
64,030

4,752
363,284

1,029
175,502

209
52,147

16,421
931,088

特金 年金 年金
合　計

（37）

図１　厚生年金基金の契約形態別資産残高の推移

（出所）厚生年金基金連合会『厚生年金基金の資産運用』ｐ.17.
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を
占
め
て
い
る
こ
と
が
確
認
さ
れ
る
。
次
に
、
表
３
の
資
産
残
高
形
態
別
推
移
を
見
る
と
、
国
内
の
年
金
が
主
要
な
顧
客
で
あ
る
こ

と
が
確
認
さ
れ
る
。

そ
こ
で
、
わ
が
国
の
厚
生
年
金
基
金
の
契
約
形
態
別
資
産
残
高
推
移
を
み
る
こ
と
に
し
た
い
。
図
１
に
お
い
て
年
度
末
資
産
残
高

の
推
移
を
基
金
が
契
約
し
て
い
る
受
託
機
関
の
業
態
別
に
み
る
と
、
金
額
ベ
ー
ス
で
は
基
金
全
体
の
資
産
が
増
加
す
る
な
か
で
、
各

業
態
と
も
大
方
受
託
資
産
残
高
が
伸
び
て
い
る
が
、
生
命
保
険
会
社
だ
け
は
、
一
九
九
五
年
を
ピ
ー
ク
と
し
て
直
近
で
は
残
高
が
減

少
し
て
い
る
。
こ
れ
は
、
一
九
九
〇
年
代
前
半
は
、
市
場
の
低
迷
に
よ
り
実
績
配
当
型
の
信
託
銀
行
や
投
資
顧
問
会
社
が
伸
び
悩
む

中
、
時
価
変
動
を
伴
わ
な
い
一
般
勘
定
を
中
心
と
し
た
生
命
保
険
会
社
が
相
対
的
に
増
加
し
て
い
る
。
し
か
し
、
一
九
九
〇
年
代
後

半
は
、
投
資
顧
問
会
社
が
受
託
額
を
急
激
に
伸
ば
し
、
一
方
で
、
生
命
保
険
会
社
の
受
託
額
が
減
少
し
て
い
る
。
こ
れ
は
、
生
命
保

険
会
社
本
体
で
の
受
託
資
産
の
流
出
を
系
列
の
投
資
顧
問
会
社
に
よ
っ
て
受
け
止
め
た
こ
と
も
影
響
し
て
い
る
と
思
わ
れ
る
。

そ
こ
で
、
こ
の
よ
う
に
国
内
の
年
金
基
金
に
お
い
て
資
産
残
高
を
近
年
急
増
さ
せ
つ
つ
あ
る
投
資
顧
問
業
者
の
現
行
法
上
の
注
意

義
務
と
そ
れ
ら
を
取
り
巻
く
課
題
等
に
つ
い
て
、
次
節
で
は
検
討
す
る
こ
と
に
し
た
い
。

３
　
投
資
顧
問
業
者
の
現
行
法
上
の
注
意
義
務
と
そ
れ
ら
を
取
り
巻
く
課
題
等

（
１
）
投
資
顧
問
業
者
の
現
行
法
上
の
注
意
義
務

ま
ず
、
投
資
顧
問
業
法
上
の
注
意
義
務
に
つ
い
て
み
て
み
る
と
、
忠
実
義
務
に
つ
い
て
は
規
定
さ
れ
て
い
る
が
、
注
意
義
務
に
関

す
る
規
定
は
見
当
た
ら
な
い
。
次
に
民
法
上
の
注
意
義
務
に
つ
い
て
は
、
投
資
一
任
契
約
は
民
法
上
の
委
任
契
約
で
あ
る
こ
と
か
ら

投
資
顧
問
業
法
上
に
注
意
義
務
が
な
く
と
も
「
善
管
注
意
義
務
」（
民
法
六
四
四
条
）
を
負
っ
て
い
る
。
投
資
助
言
契
約
の
場
合
は
、

当
事
者
間
の
信
頼
契
約
を
前
提
と
し
た
自
己
の
裁
量
で
事
務
処
理
す
る
契
約
で
あ
る
点
で
は
委
任
契
約
と
共
通
し
て
い
る
こ
と
か
ら



一
般
論
と
し
て
「
善
管
注
意
義
務
」
を
負
う
。
ま
た
、
契
約
書
上
の
注
意
義
務
に
つ
い
て
は
、
通
常
の
投
資
一
任
契
約
に
お
い
て
は

注
意
義
務
の
規
定
を
置
い
て
い
な
い
ケ
ー
ス
が
大
半
で
あ
る
。
こ
れ
は
契
約
書
上
の
注
意
義
務
に
関
す
る
規
定
が
な
く
と
も
民
法
上

の
「
善
管
注
意
義
務
」
が
適
用
さ
れ
る
こ
と
か
ら
契
約
書
上
の
規
定
の
必
要
性
が
乏
し
い
こ
と
に
よ
る
。
最
後
に
自
主
規
制
ル
ー
ル

上
の
注
意
義
務
を
調
べ
る
と
、
投
資
顧
問
業
協
会
の
自
主
規
制
ル
ー
ル
に
お
い
て
は
、
注
意
義
務
の
み
に
意
識
し
た
規
定
は
設
け
ら

れ
て
い
な
い
。
比
較
的
判
断
し
や
す
い
忠
実
義
務
（
利
益
相
反
行
為
の
防
止
）
に
関
す
る
自
主
規
制
ル
ー
ル
の
整
備
に
ま
ず
注
力
し

た
こ
と
（
平
成
三
年
の
損
失
補
て
ん
問
題
等
）
に
よ
る
と
思
わ
れ
る
。

（
２
）
善
管
注
意
義
務
とfiduciary

duty

に
つ
い
て

日
本
で
は
英
米
法
上
のfiduciary

duty

を
翻
訳
し
て
信
認
義
務
な
い
し
受
託
者
責
任
と
い
う
用
語
が
使
用
さ
れ
て
い
る
。
日
本
に

お
け
るfiduciary

duty

の
導
入
を
さ
か
の
ぼ
る
と
、
明
治
三
八
年
（
一
九
〇
五
年
）
担
保
付
社
債
信
託
法
制
定
と
大
正
一
一
年
（
一

九
二
二
年
）
信
託
法
と
信
託
業
法
制
定
が
挙
げ
ら
れ
る
。
日
本
は
当
時
、
戦
費
調
達
の
た
め
英
国
で
証
券
を
販
売
せ
ね
ば
な
ら
ず

（
外
資
導
入
）、
英
国
で
証
券
販
売
を
行
わ
ざ
る
を
え
ず
、
英
国
の
社
債
発
行
の
慣
習
に
習
う
必
要
が
あ
っ
た
。
こ
れ
ら
の
中
で
英
国

に
お
い
て
発
展
し
たfiduciary

duty

（
受
託
者
責
任
、
受
託
者
の
行
為
準
則
）
が
取
り
入
れ
ら
れ
た
。

fiduciary
duty

は
、
そ
こ
か
ら
様
々
な
義
務
が
派
生
し
て
く
る
包
括
的
な
規
範
（
注
意
義
務
、
忠
実
義
務
、
分
別
保
管
義
務
、
自

己
執
行
義
務
等
）
で
あ
り
、
一
般
に
、
対
当
当
事
者
（
受
益
者
）
が
他
方
当
事
者
（
受
任
者
）
に
依
存
す
る
関
係
（fiduciary

relationship

）
か
ら
生
じ
る
義
務
と
い
わ
れ
て
い
る
。
こ
のfiduciary
と
は
「
専
門
的
知
識
・
能
力
を
有
し
、
他
人
の
信
認
を
得
て

一
定
以
上
の
任
務
を
遂
行
す
る
専
門
家
の
地
位
」
と
理
解
さ
れ
て
お
り
、
当
該
地
位
に
あ
る
人
間
は
「
契
約
関
係
以
上
の
高
度
の
法

的
義
務
、
さ
ら
に
自
発
的
に
他
人
の
た
め
に
尽
く
す
と
い
う
道
徳
的
、
倫
理
的
義
務
を
負
い
、
専
ら
相
手
方
の
利
益
の
た
め
に
最
高

（39）



度
の
信
義
誠
実
を
尽
く
し
て
行
動
す
る
」
こ
と
が
求
め
ら
れ
る
と
解
す
る
見
解
が
あ
る
。fiduciary

は
ま
さ
に
契
約
関
係
以
上
の
高

度
の
法
的
義
務
、
専
門
家
と
し
て
の
職
業
倫
理
的
義
務
を
負
う
も
の
と
考
え
ら
れ
る
。

他
方
、
民
法
上
の
善
管
注
意
義
務
は
、
対
等
な
当
事
者
間
の
契
約
と
し
て
委
任
関
係
に
派
生
す
る
も
の
で
、
こ
れ
とfiduciary

duty

は
異
質
と
す
る
説
と
、
同
質
で
あ
り
、
善
管
注
意
義
務
がfiduciary

duty

に
お
け
る
信
認
義
務
を
含
み
得
る
と
い
う
説
が
あ

る
。

（
３
）
注
意
義
務
に
関
す
る
英
米
法
と
大
陸
法
の
違
い

①
米
法
お
け
るfiduciary

duty

英
米
に
お
い
て
は
、
他
人
の
信
認
を
得
て
、
一
定
範
囲
の
任
務
を
遂
行
す
べ
き
者
を
幅
広
い
概
念
と
し
てfiduciary （６
）

と
い
う
。

「
注
意
義
務
」
は
、
資
産
運
用
に
関
し
て
プ
ル
ー
デ
ン
ト
・
イ
ン
ベ
ス
タ
ー
・
ル
ー
ル
（P

rudent
Investor

R
ule

）
と
呼
ば
れ
、

「
思
慮
分
別
の
あ
る
人
で
あ
れ
ば
す
る
で
あ
ろ
う
注
意
義
務
の
基
準
で
行
動
す
る
」
こ
と
を
指
す
。
こ
れ
に
は
二
つ
の
意
味
が
あ
り
、

（
１
）「
ポ
ー
ト
フ
ォ
リ
オ
全
体
と
し
て
プ
ル
ー
デ
ン
ト
に
運
用
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
」
こ
と
、（
２
）「
個
々
の
運
用
に
お
い
て
は

リ
ス
ク
が
高
く
て
も
ポ
ー
ト
フ
ォ
リ
オ
全
体
と
し
て
の
リ
ス
ク
が
収
ま
っ
て
い
れ
ば
良
い
」
こ
と
を
含
ん
で
い
る
。

②
米
国
に
お
け
るfiduciary

duty

の
現
状

米
国
で
は
、
ア
メ
リ
カ
ン
・
ロ
ー
・
イ
ン
ス
テ
ィ
チ
ュ
ー
ト
（
ア
メ
リ
カ
法
律
協
会
）
が
信
託
に
関
す
る
判
例
を
も
と
に
ま
と
め

たR
estatem

ent3

の
中
に
、
思
慮
分
別
の
あ
る
投
資
者
が
行
う
で
あ
ろ
う
信
託
財
産
の
投
資
・
運
用
を
行
う
義
務
と
も
い
え
る
プ

ル
ー
デ
ン
ト
・
イ
ン
ベ
ス
タ
ー
・
ル
ー
ル
が
規
定
さ
れ
て
い
る
。
そ
こ
で
は
、
プ
ル
ー
デ
ン
ト
・
マ
ン
・
ル
ー
ル
（
７
）

に
お
い
て
明
確
で

な
か
っ
た
も
の
を
明
確
に
し
、
時
代
に
即
応
し
た
考
え
方
を
取
り
入
れ
よ
う
と
す
る
も
の
で
あ
る
。
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R
estatem

ent3

で
は
、
様
々
な
投
資
の
パ
タ
ー
ン
が
あ
る
こ
と
を
認
識
し
、
そ
の
パ
タ
ー
ン
に
応
じ
て
義
務
の
内
容
も
異
な
り

う
る
こ
と
を
認
め
て
い
る
。
例
え
ば
、
ベ
ン
チ
ャ
ー
・
キ
ャ
ピ
タ
ル
へ
の
投
資
も
必
ず
し
も
禁
止
さ
れ
る
べ
き
も
の
で
は
な
い
と
し
、

考
え
方
は
変
遷
し
て
き
て
い
る
。

③
ド
イ
ツ
法
に
お
け
る
注
意
義
務

ド
イ
ツ
で
は
注
意
義
務
は
利
益
擁
護
義
務
（
８
）

の
一
部
と
捉
え
ら
れ
て
お
り
、
利
益
擁
護
義
務
が
善
管
注
意
義
務
よ
り
も
上
位
概
念
と

な
っ
て
い
る
。
英
米
で
はfiduciary

duty

は
契
約
関
係
の
み
な
ら
ず
、
事
実
関
係
か
ら
も
生
じ
る
と
理
解
さ
れ
て
い
る
が
、
ド
イ
ツ

で
は
、
投
資
助
言
者
や
財
産
管
理
者
の
責
任
は
、
あ
く
ま
で
契
約
関
係
に
基
づ
く
責
任
で
あ
る
と
い
う
の
が
出
発
点
で
あ
る
。

日
本
の
善
管
注
意
義
務
も
同
じ
大
陸
法
に
お
け
る
概
念
で
あ
り
、
し
た
が
っ
て
、
法
律
の
適
用
に
あ
た
っ
て
は
、
利
益
擁
護
と
同

種
の
考
え
方
に
近
く
な
る
と
考
え
ら
れ
る
。
そ
の
場
合
、
利
益
擁
護
義
務
がfiduciary

duty

と
機
能
上
大
き
な
相
違
が
無
い
こ
と
を

勘
案
す
れ
ば
、
善
管
注
意
義
務
を
ド
イ
ツ
法
の
利
益
擁
護
義
務
レ
ベ
ル
に
沿
っ
て
果
た
す
こ
と
に
よ
り
実
務
上
はfiduciary

duty

と

同
様
の
注
意
義
務
を
果
た
し
て
い
け
る
も
の
と
考
え
ら
れ
な
い
で
は
な
い
。

（
４
）
投
資
顧
問
業
務
に
お
け
るfiduciary

duty

の
位
置
付
け

少
な
く
と
も
資
産
運
用
の
世
界
に
お
い
て
は
、
英
米
法
に
お
け
るfiduciary

duty

に
基
づ
く
各
種
規
制
概
念
が
グ
ロ
ー
バ
ル
・
ス

タ
ン
ダ
ー
ド
に
な
り
つ
つ
あ
る
こ
と
か
ら
、
英
米
法
に
お
け
るfiduciary

duty

の
概
念
が
日
本
の
投
資
家
層
に
今
後
も
影
響
を
与
え
、

将
来
的
に
日
本
の
法
体
系
の
中
に
さ
ら
に
取
り
入
れ
ら
れ
て
く
る
可
能
性
も
あ
る
。
し
か
し
、
英
米
が
長
年
を
経
て
成
熟
さ
せ
、
現

在
進
行
形
の
発
展
・
展
開
す
る
法
律
を
静
態
的
に
日
本
に
導
入
し
、
そ
の
意
義
を
明
ら
か
に
す
る
こ
と
は
高
度
な
比
較
法
的
見
識
を

要
す
る
と
思
わ
れ
る
。
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投
資
顧
問
業
に
お
け
るfiduciary

duty

の
位
置
付
け
に
関
す
る
分
析
の
視
点
と
し
て
以
下
の
三
つ
の
状
況
が
挙
げ
ら
れ
る
。

ま
ず
、
投
資
顧
問
業
者
は
顧
客
か
ら
何
ら
か
の
業
務
の
委
任
を
受
け
て
い
る
こ
と
に
違
い
な
い
か
ら
、
そ
こ
に
は
「
最
低
限
」
対

等
な
委
任
関
係
は
存
在
し
う
る
。
そ
う
し
た
対
等
当
事
者
間
取
引
を
想
定
し
た
最
低
限
度
の
注
意
義
務
は
、
顧
客
な
い
し
委
託
者
自

身
に
一
定
の
見
識
が
あ
り
、
顧
客
に
は
細
部
に
至
る
ま
で
具
体
的
な
指
示
を
出
す
能
力
を
有
し
て
い
る
に
も
関
わ
ら
ず
、
投
資
顧
問

業
者
に
一
定
の
業
務
を
委
任
し
て
い
る
よ
う
な
状
況
に
お
い
て
も
妥
当
す
る
。
委
任
関
係
は
委
任
の
本
旨
に
従
う
契
約
で
あ
る
か
ら
、

委
任
の
本
旨
を
明
確
に
投
資
顧
問
業
者
に
伝
え
る
べ
き
は
委
託
者
で
あ
り
、
投
資
顧
問
業
者
に
こ
う
し
た
契
約
を
申
し
込
ん
だ
場
合

で
も
、
委
託
者
の
側
で
委
託
の
趣
旨
を
明
ら
か
に
す
る
よ
う
に
努
め
る
べ
き
状
況
で
あ
る
。
英
米
法
に
お
け
るfiduciary

duty

の
内

容
と
さ
れ
る
注
意
義
務
の
内
容
と
は
、
最
低
限
こ
の
よ
う
な
状
況
に
妥
当
す
る
概
念
の
よ
う
に
思
わ
れ
る
。

第
二
点
は
、
第
一
点
と
は
異
な
り
、
資
金
の
出
し
手
は
資
金
を
提
供
す
る
こ
と
以
外
に
専
門
的
知
識
を
有
さ
ず
、
業
務
の
一
切
を

投
資
顧
問
業
者
に
委
ね
る
状
況
が
あ
り
う
る
。
信
認
を
全
面
に
受
け
て
い
る
者
自
身
が
業
務
を
遂
行
し
て
い
る
こ
と
（
自
己
執
行
義

務
）、
財
産
の
保
管
を
第
三
者
に
委
ね
、
或
い
は
分
別
管
理
を
し
て
い
る
こ
と
、
業
務
の
状
況
を
常
に
詳
細
に
開
示
す
る
こ
と
等
の

事
柄
は
、
全
面
的
に
信
認
を
受
け
て
い
る
者
と
し
て
自
ら
の
誠
実
さ
を
示
す
た
め
の
責
務
と
し
て
位
置
付
け
ら
れ
、
こ
の
こ
と
は
委

託
者
の
た
め
ば
か
り
で
な
く
、
業
者
自
身
の
免
責
の
た
め
に
特
別
の
意
義
を
有
す
る
こ
と
に
な
る
。
こ
の
場
合
、
契
約
締
結
時
に
お

い
て
、
契
約
内
容
を
明
確
化
す
べ
き
責
任
は
主
と
し
て
業
者
に
あ
り
、
ま
た
問
題
が
生
じ
た
場
合
に
は
一
つ
一
つ
委
託
者
に
問
い
合

わ
せ
る
必
要
が
あ
る
。
そ
れ
は
委
託
の
趣
旨
が
不
明
確
で
あ
る
こ
と
を
理
由
に
責
任
を
逃
れ
る
こ
と
の
出
来
な
い
状
況
で
あ
る
。

第
三
の
状
況
は
、
投
資
顧
問
業
者
の
現
実
の
業
務
は
第
一
点
と
第
二
点
目
の
両
極
端
の
状
況
に
常
に
合
致
す
る
も
の
で
は
な
く
、

そ
の
間
に
多
種
多
様
な
状
況
が
存
在
す
る
た
め
、
こ
う
し
た
注
意
義
務
的
発
想
で
対
応
す
べ
き
か
忠
実
義
務
的
発
想
で
対
応
す
べ
き

か
個
々
の
業
務
の
実
態
に
応
じ
て
正
確
に
判
断
し
、
そ
の
上
で
適
切
な
業
務
対
応
を
行
う
こ
と
が
必
要
と
な
る
。
顧
客
が
一
定
水
準
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の
専
門
性
を
有
し
て
い
て
も
、
そ
の
顧
客
自
身
が
第
三
者
に
対
し
て
、
一
定
の
業
務
の
受
託
を
行
っ
て
お
り
、
相
当
水
準
の
注
意
義

務
な
い
し
受
託
者
責
任
を
負
担
し
て
い
る
場
合
に
は
、
そ
う
し
た
末
端
の
資
金
提
供
者
の
性
格
を
理
解
し
な
が
ら
業
務
を
遂
行
す
べ

き
場
合
も
生
じ
る
。
例
え
ば
、
契
約
相
手
が
プ
ロ
で
あ
っ
て
も
そ
の
背
後
に
多
く
の
個
人
を
抱
え
て
い
る
場
合
で
あ
る
。
共
済
資
金
、

年
金
、
保
険
と
い
っ
た
場
合
に
は
、
そ
う
し
た
資
金
の
有
す
る
公
共
性
の
程
度
に
応
じ
た
注
意
を
払
う
こ
と
も
資
本
市
場
の
担
い
手

と
し
て
の
投
資
顧
問
業
者
に
対
し
て
要
求
さ
れ
る
場
合
が
あ
る
。
確
定
拠
出
年
金
法
に
お
い
て
、
資
産
管
理
機
関
や
運
営
管
理
機
関

が
加
入
者
に
対
し
、
忠
実
義
務
を
負
う
こ
と
を
規
定
さ
れ
、
確
定
企
業
年
金
法
で
、
資
産
運
用
業
者
が
基
金
だ
け
で
な
く
、
加
入
者

に
対
し
て
も
忠
実
義
務
を
負
う
こ
と
が
規
定
さ
れ
て
い
る
こ
と
も
こ
う
し
た
趣
旨
を
表
現
す
る
も
の
と
考
え
ら
れ
る
。
こ
の
こ
と
は
、

完
全
に
プ
ロ
同
志
の
取
引
で
あ
れ
ば
許
さ
れ
る
程
度
の
こ
と
で
も
、
取
引
相
手
た
る
プ
ロ
の
背
景
に
あ
る
最
終
需
要
者
と
の
関
係
で

は
許
さ
れ
な
い
こ
と
も
あ
り
う
る
こ
と
を
意
味
し
て
い
る
。

委
任
契
約
上
の
注
意
義
務
の
み
を
以
っ
て
し
て
は
、
投
資
顧
問
業
者
と
し
て
の
責
務
を
説
明
し
き
る
こ
と
は
で
き
ず
、
状
況
に
応

じ
て
多
く
の
特
別
の
配
慮
が
要
請
さ
れ
る
こ
と
に
な
る
。
し
か
し
、
投
資
顧
問
業
者
と
し
て
は
、
委
任
契
約
上
の
注
意
義
務
と
信
認

法
律
関
係
（fiduciary

relationship

）
に
由
来
す
る
、
最
高
度
の
注
意
な
い
し
誠
実
さ
が
要
求
さ
れ
る
と
思
わ
れ
る
状
況
と
は
、
要

は
英
米
法
に
言
うfiduciary

duty

の
履
行
が
求
め
ら
れ
て
い
る
状
況
で
あ
る
こ
と
を
理
解
す
べ
き
で
あ
ろ
う
。
英
米
に
お
い
て
長
時

間
を
経
て
、
具
体
的
な
ケ
ー
ス
の
解
決
を
重
ね
つ
つ
形
成
さ
れ
て
き
た
概
念
で
あ
る
か
ら
、
そ
の
豊
富
な
内
容
を
一
個
の
明
快
な
ガ

イ
ド
ラ
イ
ン
と
し
て
固
定
す
る
こ
と
は
極
め
て
困
難
で
あ
る
が
、
こ
う
し
た
観
念
を
作
り
出
し
て
き
た
そ
の
基
本
的
な
精
神
を
十
二

分
に
理
解
し
て
具
体
的
な
問
題
に
対
応
す
る
こ
と
が
必
要
で
あ
る
。
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４
　
お
わ
り
に

英
米
に
比
べ
て
歴
史
の
浅
い
日
本
の
投
資
顧
問
業
界
で
は
、fiduciary

を
「
契
約
関
係
以
上
の
高
度
の
法
的
義
務
、
さ
ら
に
、
自

発
的
に
他
人
の
た
め
に
尽
く
す
と
い
う
道
徳
的
・
倫
理
的
義
務
を
負
い
、
専
ら
相
手
方
の
利
益
の
た
め
に
、
最
高
度
の
信
義
誠
実
を

尽
く
し
て
行
動
す
る
」
者
と
し
て
捉
え
、fiduciary

た
り
得
る
こ
と
を
基
本
的
精
神
と
す
る
こ
と
が
啓
蒙
さ
れ
て
き
た
。
日
本
で
は
、

投
資
顧
問
業
法
制
定
時
の
市
場
動
向
を
勘
案
の
上
、
そ
の
規
定
を
厳
格
に
守
る
自
主
規
制
ル
ー
ル
を
整
備
す
る
な
ど
、fiduciary

duty

の
持
つ
理
念
を
参
考
に
、
独
自
の
制
度
体
系
を
構
築
し
て
き
て
い
る
。

報
告
書
で
は
、
従
来
か
ら
の
疑
問
点
の
全
て
に
結
論
を
得
た
わ
け
で
は
な
い
が
、fiduciary

duty

が
柔
軟
性
故
の
曖
昧
性
を
も
つ

こ
と
や
投
資
顧
問
業
務
の
責
務
が
個
別
の
ケ
ー
ス
ご
と
に
異
な
る
こ
と
を
踏
ま
え
、
統
一
的
な
行
為
規
範
を
設
け
る
こ
と
が
困
難
で

あ
る
こ
と
を
明
ら
か
に
し
て
い
る
。

今
後
、
資
産
運
用
業
務
が
さ
ら
に
高
度
化
・
多
様
化
し
て
い
く
中
で
、
提
供
サ
ー
ビ
ス
の
内
容
が
複
雑
化
し
各
種
訴
訟
等
も
増
加

す
る
こ
と
が
予
想
さ
れ
る
。
投
資
顧
問
業
者
は
、
そ
れ
ら
の
事
例
、
判
例
を
注
目
し
、
英
米
独
の
事
例
を
参
考
に
し
つ
つ
、
顧
客
と

の
さ
ら
な
る
信
頼
関
係
強
化
を
図
っ
て
い
く
こ
と
が
重
要
で
あ
る
と
思
わ
れ
る
。
次
号
で
は
、
こ
れ
ら
の
現
状
を
踏
ま
え
、
投
資
顧

問
業
者
の
「
善
管
注
意
義
務
」
と
は
具
体
的
に
ど
の
よ
う
な
も
の
か
、
投
資
顧
問
会
社
の
果
た
す
べ
き
「
注
意
義
務
」
は
「
善
管
注

意
義
務
」
で
十
分
か
、
裁
判
事
案
も
交
え
て
検
討
す
る
こ
と
に
す
る
。

注（
１
）

投
資
顧
問
業
と
は
、
株
式
、
債
券
な
ど
の
有
価
証
券
に
対
す
る
投
資
判
断
（
有
価
証
券
の
種
類
、
銘
柄
、
数
、
価
格
、
売
買
時
期
の
判
断
）

に
つ
い
て
、
報
酬
を
得
て
専
門
的
立
場
か
ら
投
資
家
に
助
言
を
行
う
業
務
を
い
う
。
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（
２
）

投
資
一
任
契
約
と
は
法
第
二
条
第
四
項
に
定
め
ら
れ
て
お
り
、
実
務
的
に
は
、
顧
客
の
委
任
と
投
資
方
針
に
基
づ
き
、
有
価
証
券
の
最
適

な
資
産
構
成
（
ポ
ー
ト
フ
ォ
リ
オ
）
を
作
成
し
、
そ
の
最
適
性
を
常
時
追
及
す
る
た
め
、
顧
客
の
代
行
運
用
の
形
態
に
よ
り
、
業
者
の
自

己
裁
量
で
随
時
そ
の
資
産
構
成
内
容
を
変
更
操
作
し
て
い
く
取
引
を
さ
す
。

（
３
）

善
管
注
意
義
務
と
は
、
善
良
な
管
理
者
の
注
意
深
さ
を
も
っ
て
行
動
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
と
い
う
注
意
義
務
で
あ
る
。

（
４
）

忠
実
義
務
と
は
専
ら
受
託
者
の
利
益
の
た
め
に
行
動
し
、
受
託
者
は
委
託
者
の
利
益
を
害
す
る
行
為
を
行
っ
て
は
な
ら
な
い
と
い
う
も
の

で
あ
る
。

（
５
）

投
資
一
任
会
社
の
投
資
先
に
対
す
る
議
決
権
行
使
に
つ
い
て
は
、
二
〇
〇
二
年
四
月
二
六
日
に
日
本
証
券
投
資
顧
問
業
協
会
よ
り
「
投
資

一
任
会
社
の
議
決
権
等
株
主
行
使
に
つ
い
て
」（
議
決
権
等
株
主
権
行
使
研
究
会
）
報
告
書
）
に
よ
っ
て
ま
と
め
ら
れ
て
い
る
。

（
６
）

「
注
意
義
務
」、「
忠
実
義
務
」、「
自
己
執
行
義
務
」、「
分
別
管
理
義
務
」、「
公
平
義
務
」、「
計
算
書
類
等
作
成
義
務
」
等
を
総
称
し
て

fiduciary
duty

（
受
託
者
責
任
）
と
い
う
。

（
７
）

一
九
七
四
年
に
制
定
さ
れ
た
Ｅ
Ｒ
Ｉ
Ｓ
Ａ
法
の
プ
ル
ー
デ
ン
ト
マ
ン
・
ル
ー
ル
に
関
す
る
規
定
で
は
、「
受
託
者
は
、
同
様
の
能
力
を
持
ち

そ
の
よ
う
な
問
題
に
精
通
し
て
い
る
慎
重
な
人
間
が
、
同
様
の
性
格
と
目
的
を
持
つ
資
産
の
管
理
を
行
う
時
に
用
い
る
で
あ
ろ
う
注
意
、

技
術
、
慎
重
さ
、
及
び
勤
勉
さ
を
も
っ
て
義
務
を
果
た
さ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
」
と
述
べ
て
い
る
。

（
８
）

利
益
擁
護
義
務
は
、
よ
り
具
体
的
に
は
「
顧
客
の
情
報
を
収
集
す
る
義
務
」（
ア
ン
ケ
ー
ト
が
必
要
）、「
顧
客
に
情
報
を
提
供
す
る
義
務

（
コ
ス
ト
・
ベ
ネ
フ
ィ
ッ
ト
に
見
合
う
こ
と
）、「
顧
客
と
の
利
益
相
反
を
回
避
す
る
努
力
を
す
る
義
務
」、「
委
託
さ
れ
た
事
項
に
つ
き
専
門

的
な
経
験
を
活
か
し
て
業
務
を
遂
行
す
る
義
務
」
で
あ
る
。

（
み
き
　
ま
り
・
研
究
員
）
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